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1.2026年12月期第3四半期の連結業績（2026年1月1日～2026年9月30日）

(1)連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 コア営業利益 営業利益
税引前

四半期利益
親会社の所有者に
帰属する四半期利益

四半期包括利益
合計額

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年12月期
第3四半期

741,143 6.8 67,458 124.3 63,456 － 65,286 － 44,385 － 45,255 －

2025年12月期
第3四半期

693,817 △4.0 30,080 9.7 △33,350 － △32,518 － △43,983 － △56,111 －

(参考)四半期利益 2026年12月期第3四半期 44,048百万円(－％) 2025年12月期第3四半期 △44,061百万円(－％)

基本的1株当たり
四半期利益

希薄化後1株当たり
四半期利益

円 銭 円 銭

2026年12月期第3四半期 111.08 111.04

2025年12月期第3四半期 △110.10 △110.10

(注) 1 コア営業利益は、営業利益から構造改革に伴う費用・減損損失・買収関連費用等、非経常的な要因により発
生した損益(非経常項目)を除いて算出しています。

2 対前年同四半期増減率について、当期・前期の一方もしくは両方がマイナスとなる場合や、増減率が1,000
％以上となる場合は「－」を記載しています。

3 前第3四半期連結累計期間において、希薄化性潜在的普通株式が178千株ありますが、逆希薄化効果を有する
ため、希薄化後1株当たり四半期損失の計算から除外しています。

(2)連結財政状態

資産合計 資本合計
親会社の所有者に
帰属する持分

親会社所有者
帰属持分比率

百万円 百万円 百万円 ％

2026年12月期第3四半期 1,238,350 639,337 625,343 50.5

2025年12月期 1,267,256 621,270 600,756 47.4

2.配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年12月期 － 20.00 － 20.00 40.00
2026年12月期 － 30.00 －

2026年12月期(予想) 30.00 60.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ：無

3.2026年12月期の連結業績予想（2026年1月1日～2026年12月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 コア営業利益 営業利益 税引前利益
親会社の所有者に

帰属する当期利益

基本的1株当たり

当期利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 1,025,000 5.7 87,000 95.4 87,000 － 87,500 － 62,000 － 155.16

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：有



※ 注記事項

(1)当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

(2)会計方針の変更・会計上の見積りの変更

① IFRSにより要求される会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

(3)発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 2026年12月期3Q 400,000,000株 2025年12月期 400,000,000株

② 期末自己株式数 2026年12月期3Q 373,299株 2025年12月期 463,674株

③ 期中平均株式数(四半期累計) 2026年12月期3Q 399,583,295株 2025年12月期3Q 399,471,470株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー ： 有 (任意)

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
(将来に関する記述等についてのご注意)

当資料の記載内容のうち、歴史的事実でないものは、資生堂の将来に関する見通し及び計画に基づいた将来予測

です。これらの将来予測には、リスクや不確定な要素が含まれており、実際の業績などは、記載の見通しとは異

なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項については、【添

付資料】5ページ「1.経営成績等の概況 (3)連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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1．経営成績等の概況

(1)当四半期の経営成績の概況

(単位：百万円)

売上高 コア営業利益
営業利益

又は損失(△)

税引前
四半期利益
又は損失(△)

親会社の
所有者に
帰属する
四半期利益
又は損失(△)

EBITDA

2026年12月期
第3四半期(累計)

741,143 67,458 63,456 65,286 44,385 106,162

2025年12月期
第3四半期(累計)

693,817 30,080 △33,350 △32,518 △43,983 67,942

増減率 6.8％ 124.3％ － － － 56.3％

外貨増減率 0.2％

実質増減率 0.7％

(注) 1 コア営業利益は、営業利益から構造改革に伴う費用・減損損失・買収関連費用等、非経常的な要因により発生した損益(非経常

項目)を除いて算出しています。

2 EBITDAは、コア営業利益に、減価償却費(使用権資産の減価償却費を除く)および償却費を加算しています。

3 売上高における実質増減率は、為替影響、当第3四半期連結累計期間・前第3四半期連結累計期間におけるすべての事業譲渡影響

および譲渡に係る移行期間中のサービス提供に関わる影響(以下「事業譲渡影響」という。)を除いて計算しています。

経営成績等の概況および各報告セグメントの概況については、本決算短信と同日にTDnetおよび当社企業情報サイト

(https://corp.shiseido.com/jp/ir/library/tanshin/) に掲載いたしました2026年第3四半期決算説明資料をご参照く

ださい。
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【連結】 (単位：百万円)

区 分
当第3四半期

(累計)
構成比

前第3四半期

(累計)
構成比 増 減 増減率

外貨

増減率

実質

増減率

売

上

高

日本事業 217,365 29.3％ 219,105 31.6％ △1,740 △0.8％ △0.8％ △0.4％

中国・トラベルリテール

事業
268,483 36.2％ 240,036 34.6％ 28,446 11.9％ 1.2％ 1.2％

アジアパシフィック事業 58,167 7.8％ 52,504 7.6％ 5,662 10.8％ 3.5％ 3.7％

米州事業 84,470 11.4％ 78,187 11.3％ 6,283 8.0％ 0.6％ 0.6％

欧州事業 106,099 14.3％ 96,121 13.9％ 9,978 10.4％ △0.7％ △0.7％

その他 6,556 0.9％ 7,861 1.1％ △1,305 △16.6％ △17.2％ 20.8％

合 計 741,143 100.0％ 693,817 100.0％ 47,326 6.8％ 0.2％ 0.7％

区 分
当第3四半期

(累計)
売上比

前第3四半期

(累計)
売上比 増 減 増減率

セグメント間の

内部売上高

又は振替高を含めた

売上高

当第3四半期

(累計)

前第3四半期

(累計)

コ

ア

営

業

利

益

又

は

損

失

日本事業 34,213 15.7％ 27,928 12.7％ 6,285 22.5％ 217,809 220,085

中国・トラベルリテール

事業
59,839 22.1％ 46,676 19.3％ 13,163 28.2％ 271,296 242,304

アジアパシフィック事業 5,454 9.2％ 1,758 3.3％ 3,695 210.1％ 59,077 53,415

米州事業 5,636 6.4％ △7,586 △9.3％ 13,223 － 87,488 81,553

欧州事業 △56 △0.1％ 915 0.9％ △972 － 110,877 100,137

その他 1 0.0％ △1,421 △15.0％ 1,422 － 7,298 9,454

小 計 105,088 13.9％ 68,271 9.7％ 36,817 53.9％ 753,847 706,950

調整額 △37,630 － △38,191 － 561 － △12,703 △13,133

合 計 67,458 9.1％ 30,080 4.3％ 37,378 124.3％ 741,143 693,817

(注)1 売上高における実質増減率は、為替影響および事業譲渡影響を除いて計算しています。

2 「その他」は、飲食業等を含んでいます。

3 コア営業利益又は損失における売上比は、セグメント間の内部売上高又は振替高を含めた売上高に対する比率です。

4 コア営業利益又は損失の「調整額」は、主に各報告セグメントに配分していない本社費用、各報告セグメントへの配賦額と実際

発生額との差額および原価差額等です。本社費用は、主に本社機能部門および基礎研究開発部門等に係る費用です。
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(2)当四半期の財政状態の概況

総資産は、棚卸資産や営業債権及びその他の債権が増加した一方で、有形固定資産や現金及び現金同等物の減少など

により、前連結会計年度末に比べ289億円減の1兆2,384億円となりました。負債は、営業債務及びその他の債務の減少な

どにより470億円減の5,990億円となりました。資本は、配当金支払いによる利益剰余金の減少や非支配持分の取得によ

る減少があった一方、四半期利益により利益剰余金が増加したことから、181億円増の6,393億円となりました。

また、親会社の所有者に帰属する持分に対する現預金を除いた有利子負債(リース負債除く)の割合を示すネットデッ

ト・エクイティ・レシオは0.16倍となりました。

(キャッシュ・フローの状況の分析)

当第3四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末の918億円に比べ59億円減少し、859億

円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第3四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前四半期利益(653億円)、減価償却費及

び償却費(542億円)などの増加項目があった一方、営業債務の増減額(219億円)などの減少項目があったことにより、

前年同期に比べ1億円減少の615億円の収入となりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第3四半期連結累計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払戻による収入(290億円)があっ

た一方、定期預金の預入による支出(205億円)、工場設備への投資等である有形固定資産の取得による支出(151億

円)、ITシステムへの投資等の無形資産の取得による支出(75億円)などにより、前年同期に比べ175億円支出は減少

し、124億円の支出となりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第3四半期連結累計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の発行による収入(130億円)があった一

方、短期借入金の減少(210億円)、配当金の支払額(196億円)、リース負債の返済による支出(186億円)などにより、

前年同期に比べ50億円支出は増加し、558億円の支出となりました。

連結キャッシュ・フロー計算書(要約) (単位：億円)

区 分 金額

現金及び現金同等物期首残高 918

営業活動によるキャッシュ・フロー 615

投資活動によるキャッシュ・フロー △124

財務活動によるキャッシュ・フロー △558

現金及び現金同等物に係る換算差額 9

現金及び現金同等物の増減額 △59

現金及び現金同等物期末残高 859
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(3)連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

売上高については、日本、欧州、米州、およびアジアパシフィックでの売上動向の弱含みを踏まえ、実質ベース（為

替影響および事業譲渡を除く）では前回予想を下回る見込みです。一方、円安に伴う為替換算影響等により、売上高全

体としては前回予想を上回る見通しです。

コア営業利益については、実質ベースでの売上が前回予想を下回ることに伴う差益減があるものの、全社を挙げたコ

ストマネジメントの効果に加え、為替変動の影響および関税還付等の一過性要因も寄与し、前回予想を上回る見通しで

す。

営業利益、税引前利益および親会社の所有者に帰属する当期利益は、収益力向上に加え、アセットライト施策の早期

化等により、前回予想を上回る見通しです。

これまで推進してきた構造改革や全社的なコストマネジメントの徹底により、当社の収益基盤の強化は着実に進展し

ています。一方で、持続的な企業価値向上に向けては、売上成長の加速と継続的な収益性の改善が重要な課題であると

認識しています。これまでに構築した経営基盤およびガバナンス体制を軸として、財務規律やROIC経営の定着を図りな

がら、その実現に取り組んでまいります。

本業績予想の修正に伴う2026年12月期の配当予想に変更はありません。当期は、中間配当30円(実施済)、期末配当30

円と、年間60円の配当を実施する予定です。

2026年12月期 通期連結業績予想(2026年1月1日～2026年12月31日)

売上高 コア営業利益
営業利益

又は損失(△)
税引前利益
又は損失(△)

親会社の所有
者に帰属する
当期利益

又は損失(△)

基本的
1株当たり
当期利益

又は損失(△)

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

前回発表予想(A) 990,000 69,000 59,000 60,000 42,000 105.12

今回修正予想(B) 1,025,000 87,000 87,000 87,500 62,000 155.16

増減額(B-A) 35,000 18,000 28,000 27,500 20,000 －

増減率(％) 3.5％ 26.1％ 47.5％ 45.8％ 47.6％ －

(ご参考)前期実績
(2025年 12 月期)

969,992 44,520 △28,788 △27,715 △40,680 △101.83

前回発表予想： ドル＝150円、ユーロ＝170円、中国元＝20.5円

今回修正予想： ドル＝158円、ユーロ＝182円、中国元＝23.0円

【参考情報】報告セグメント別通期売上高成長率予想

今回修正予想
前回

実質前年比
前年比 外貨前年比 実質前年比

日本事業 － － 前年並み 1桁半ば％

中国・トラベルリテール事業 － － 1桁前半％ △1桁前半％

アジアパシフィック事業 －
－

1桁前半％ 1桁後半％

米州事業 － － 1桁前半％ 1桁後半％

欧州事業 － － 1桁前半％ 1桁後半％

売上高 6％ 1％ 1％ 3％

(注) 売上高における実質前年比は、為替影響および事業譲渡影響を除いて計算しています。
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2.要約四半期連結財務諸表及び主な注記

(1)要約四半期連結財政状態計算書

前連結会計年度
（2025年12月31日）

当第3四半期連結会計期間
（2026年9月30日）

百万円 百万円

資産

流動資産

現金及び現金同等物 91,839 85,892

営業債権及びその他の債権 163,329 165,194

棚卸資産 147,135 150,351

その他の金融資産 28,265 23,677

その他の流動資産 40,944 42,403

流動資産合計 471,514 467,519

非流動資産

有形固定資産 283,813 269,002

のれん 58,793 58,903

無形資産 176,116 170,438

使用権資産 87,985 86,170

持分法で会計処理されている投資 2,972 2,966

その他の金融資産 96,401 96,311

退職給付に係る資産 35,998 36,322

繰延税金資産 45,021 42,181

その他の非流動資産 8,639 8,532

非流動資産合計 795,741 770,831

資産合計 1,267,256 1,238,350
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前連結会計年度
（2025年12月31日）

当第3四半期連結会計期間
（2026年9月30日）

百万円 百万円

負債及び資本

負債

流動負債

営業債務及びその他の債務 141,571 104,866

社債及び借入金 30,000 39,000

リース負債 20,205 19,287

その他の金融負債 20,271 19,545

未払法人所得税等 7,931 16,503

引当金 7,734 2,619

その他の流動負債 117,275 117,817

流動負債合計 344,989 319,639

非流動負債

社債及び借入金 181,617 164,619

リース負債 91,337 87,776

その他の金融負債 2,635 2,178

退職給付に係る負債 6,186 6,101

引当金 4,446 4,549

繰延税金負債 3,387 2,606

その他の非流動負債 11,384 11,543

非流動負債合計 300,996 279,374

負債合計 645,985 599,013

資本

資本金 64,506 64,506

資本剰余金 65,855 63,886

自己株式 △1,868 △1,503

利益剰余金 320,612 345,324

その他の資本の構成要素 151,650 153,129

親会社の所有者に帰属する持分合計 600,756 625,343

非支配持分 20,513 13,993

資本合計 621,270 639,337

負債及び資本合計 1,267,256 1,238,350
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(2)要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書

要約四半期連結損益計算書

第3四半期連結累計期間

前第3四半期連結累計期間
（自 2025年1月1日
至 2025年9月30日）

当第3四半期連結累計期間
（自 2026年1月1日
至 2026年9月30日）

百万円 百万円

売上高 693,817 741,143

売上原価 161,818 157,188

売上総利益 531,998 583,954

販売費及び一般管理費 520,586 527,004

その他の営業収益 3,957 6,512

のれんの減損 46,818 ‐

その他の営業費用 1,902 6

営業利益又は損失（△） △33,350 63,456

金融収益 5,458 7,174

金融費用 5,160 5,810

持分法による投資利益 534 466

税引前四半期利益又は損失（△） △32,518 65,286

法人所得税費用 11,543 21,238

四半期利益又は損失（△） △44,061 44,048

四半期利益又は損失（△）の帰属

親会社の所有者 △43,983 44,385

非支配持分 △78 △336

四半期利益又は損失（△） △44,061 44,048

1株当たり四半期利益

基本的1株当たり四半期利益又は損失（△）（円） △110.10 111.08

希薄化後1株当たり四半期利益又は損失（△）
（円）

△110.10 111.04
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要約四半期連結包括利益計算書

第3四半期連結累計期間

前第3四半期連結累計期間
（自 2025年1月1日
至 2025年9月30日）

当第3四半期連結累計期間
（自 2026年1月1日
至 2026年9月30日）

百万円 百万円

四半期利益又は損失（△） △44,061 44,048

その他の包括利益

純損益に振り替えられることのない項目

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する
金融資産

153 △444

確定給付制度の再測定 68 ‐

純損益に振り替えられることのない項目合計 221 △444

純損益に振り替えられる可能性のある項目

在外営業活動体の換算差額 △12,168 1,633

持分法によるその他の包括利益 △103 17

純損益に振り替えられる可能性のある項目合計 △12,271 1,651

税引後その他の包括利益 △12,049 1,207

四半期包括利益 △56,111 45,255

四半期包括利益の帰属

親会社の所有者 △55,871 45,478

非支配持分 △239 △222

四半期包括利益 △56,111 45,255

㈱資生堂(4911) 2026年12月期 第3四半期決算短信

-9-



(3)要約四半期連結持分変動計算書

前第3四半期連結累計期間（自 2025年1月1日 至 2025年9月30日）

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 自己株式 利益剰余金

その他の資本の構成要素

在外営業活動体
の換算差額

その他の包括利
益を通じて公正
価値で測定する

金融資産

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

2025年1月1日時点の残高 64,506 74,138 △2,325 356,877 139,277 ‐

四半期利益又は損失（△） △43,983

その他の包括利益 △12,166 209

四半期包括利益合計 ‐ ‐ ‐ △43,983 △12,166 209

自己株式の取得 △1

自己株式の処分 425 △152

配当金 △11,984

支配継続子会社に対する持分
変動

△16

株式に基づく報酬取引 △198 622

利益剰余金への振替 277 △209

その他 6

所有者との取引額合計 ‐ △214 423 △11,230 ‐ △209

2025年9月30日時点の残高 64,506 73,924 △1,902 301,663 127,110 ‐

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 合計その他の資本の構成要素

合計確定給付制度
の再測定

合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

2025年1月1日時点の残高 ‐ 139,277 632,474 22,169 654,643

四半期利益又は損失（△） ‐ △43,983 △78 △44,061

その他の包括利益 68 △11,888 △11,888 △161 △12,049

四半期包括利益合計 68 △11,888 △55,871 △239 △56,111

自己株式の取得 ‐ △1 △1

自己株式の処分 ‐ 272 272

配当金 ‐ △11,984 △1,781 △13,766

支配継続子会社に対する持分
変動

‐ △16 16 ‐

株式に基づく報酬取引 ‐ 423 423

利益剰余金への振替 △68 △277 ‐ ‐

その他 ‐ 6 △58 △52

所有者との取引額合計 △68 △277 △11,299 △1,824 △13,123

2025年9月30日時点の残高 ‐ 127,110 565,302 20,104 585,407
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当第3四半期連結累計期間（自 2026年1月1日 至 2026年9月30日）

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 自己株式 利益剰余金

その他の資本の構成要素

在外営業活動体
の換算差額

その他の包括利
益を通じて公正
価値で測定する

金融資産

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

2026年1月1日時点の残高 64,506 65,855 △1,868 320,612 151,650 ‐

四半期利益又は損失（△） 44,385

その他の包括利益 1,478 △385

四半期包括利益合計 ‐ ‐ ‐ 44,385 1,478 △385

自己株式の取得 △2

自己株式の処分 367 △27

配当金 △19,979

支配継続子会社に対する持分
変動

△1,446

株式に基づく報酬取引 △522 742

利益剰余金への振替 △385 385

その他 △22

所有者との取引額合計 ‐ △1,969 364 △19,673 ‐ 385

2026年9月30日時点の残高 64,506 63,886 △1,503 345,324 153,129 ‐

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 合計その他の資本の構成要素

合計確定給付制度
の再測定

合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

2026年1月1日時点の残高 ‐ 151,650 600,756 20,513 621,270

四半期利益又は損失（△） ‐ 44,385 △336 44,048

その他の包括利益 ‐ 1,093 1,093 113 1,207

四半期包括利益合計 ‐ 1,093 45,478 △222 45,255

自己株式の取得 ‐ △2 △2

自己株式の処分 ‐ 339 339

配当金 ‐ △19,979 △1,955 △21,934

支配継続子会社に対する持分
変動

‐ △1,446 △3,289 △4,735

株式に基づく報酬取引 ‐ 219 219

利益剰余金への振替 385 ‐ ‐

その他 ‐ △22 △1,052 △1,075

所有者との取引額合計 ‐ 385 △20,891 △6,297 △27,189

2026年9月30日時点の残高 ‐ 153,129 625,343 13,993 639,337
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(4)要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書

前第3四半期連結累計期間
（自 2025年1月1日
至 2025年9月30日）

当第3四半期連結累計期間
（自 2026年1月1日
至 2026年9月30日）

百万円 百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期利益又は損失（△） △32,518 65,286

減価償却費及び償却費 53,306 54,186

減損損失及び減損損失戻入（△は益） 51,169 175

固定資産処分損益（△は益） 1,253 718

退職給付に係る資産及び負債の増減額 680 △233

受取利息及び受取配当金 △5,446 △7,067

支払利息 3,472 4,023

持分法による投資利益 △534 △466

営業債権の増減額（△は増加） 7,340 △1,455

棚卸資産の増減額（△は増加） 8,981 △3,201

営業債務の増減額（△は減少） △27,204 △21,933

その他 4,994 △18,544

小計 65,496 71,488

利息及び配当金の受取額 1,823 2,192

利息の支払額 △2,689 △3,110

法人所得税の支払額 △3,092 △9,107

営業活動によるキャッシュ・フロー 61,537 61,463

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △16,218 △20,486

定期預金の払戻による収入 17,840 29,001

有形固定資産の取得による支出 △17,042 △15,132

有形固定資産及び無形資産の売却による収入 274 390

無形資産の取得による支出 △15,459 △7,501

その他 655 1,281

投資活動によるキャッシュ・フロー △29,949 △12,447
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前第3四半期連結累計期間
（自 2025年1月1日
至 2025年9月30日）

当第3四半期連結累計期間
（自 2026年1月1日
至 2026年9月30日）

百万円 百万円

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金及びコマーシャル・ペーパーの増減
額（△は減少）

△28,878 △21,000

長期借入れによる収入 30,000 ‐

社債の償還による支出 △20,000 ‐

社債の発行による収入 ‐ 13,000

自己株式の取得による支出 △1 △2

自己株式の処分による収入 0 0

配当金の支払額 △11,779 △19,636

非支配持分への配当金の支払額 △2,185 △4,199

リース負債の返済による支出 △17,591 △18,644

連結範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に
よる支出

‐ △4,850

その他 △414 △512

財務活動によるキャッシュ・フロー △50,851 △55,847

現金及び現金同等物の減少額 △19,264 △6,832

現金及び現金同等物の期首残高 98,479 91,839

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,054 886

現金及び現金同等物の四半期末残高 78,160 85,892
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(5)要約四半期連結財務諸表に関する注記事項

（適用される財務報告の枠組み）

当社グループの要約四半期連結財務諸表および注記は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第5

条第2項 (ただし、同基準第5条第5項に定める記載の省略を適用) に準拠して作成しており、国際会計基準第34号「期

中財務報告」で求められる開示項目および注記の一部を省略しています。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

(表示方法の変更)

(要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第3四半期連結累計期間において、独立掲記していた「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「構造改革に係

る負債の増減額（△は減少）」は金額的重要性が乏しくなったため、当第3四半期連結累計期間より「その他」に含

めて表示しています。

この表示方法の変更を反映させるため、前第3四半期連結累計期間の要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書の

組み替えを行った結果、前第3四半期連結累計期間の要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活

動によるキャッシュ・フロー」の「構造改革に係る負債の増減額（△は減少）」に表示していた2,296百万円は、

「その他」として組み替えています。
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（セグメント情報等）

(1) セグメントの概要

当社グループの事業セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、経営者が、経

営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。

当社グループは、主に化粧品を製造・販売しており、お客さまの購買接点タイプ別に区分したブランドカテゴリ

ーと、5つの地域(日本、中国・トラベルリテール、アジアパシフィック、米州、欧州)を掛け合わせたマトリクス型

の体制のもと、事業活動を展開しています。その上で、各地域の責任者が、地域ごとに幅広い権限と、売上・利益

への責任を持ち、機動的な意思決定を行っていることから、当社のセグメントは地域を主として、「日本事業」

「中国・トラベルリテール事業」「アジアパシフィック事業」「米州事業」および「欧州事業」の5つを報告セグメ

ントとしています。

「日本事業」は、国内におけるブランドカテゴリー別事業(プレステージ、フレグランス、プレミアム等)および

ヘルスケア事業(美容食品、一般用医薬品の販売)等を包括しています。

「中国・トラベルリテール事業」は、中国大陸、香港および全世界の免税店エリアにおけるブランドカテゴリー

別事業(プレステージ、フレグランス、コスメティクス等)を包括しています。

「アジアパシフィック事業」は、日本、中国大陸および香港を除くアジア・オセアニア地域におけるブランドカ

テゴリー別事業(プレステージ、フレグランス、コスメティクス等)を包括しています。

「米州事業」は、アメリカ地域におけるブランドカテゴリー別事業(プレステージ、フレグランス等)を包括して

います。

「欧州事業」は、ヨーロッパ、中東およびアフリカ地域におけるブランドカテゴリー別事業(プレステージ、フレ

グランス等)を包括しています。

「その他」は、飲食業等を包括しています。

(2) 報告セグメントごとの売上高、利益または損失の金額の算定方法

報告セグメントの利益は営業利益(又は損失)から構造改革に伴う費用・減損損失・買収関連費用等、非経常的な

要因により発生した損益(非経常項目)を除いて算出したコア営業利益で表示しています。

なお、セグメント間の取引価格および振替価格は市場実勢を勘案して決定しています。
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(3) セグメント収益および業績

当社グループの報告セグメントによる収益および業績は以下のとおりです。

前第3四半期連結累計期間(自 2025年1月1日 至 2025年9月30日)

報告セグメント

日本事業
中国・トラベ
ルリテール事

業

アジア
パシフィック

事業
米州事業

欧州事業
(注)1

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

売上高

外部顧客への売上高 219,105 240,036 52,504 78,187 96,121

セグメント間の
内部売上高又は振替高

979 2,268 910 3,366 4,016

合計 220,085 242,304 53,415 81,553 100,137

セグメント利益(△は損失)
(コア営業利益)

27,928 46,676 1,758 △7,586 915

その他
(注)2

合計
調整額
(注)3

連結

百万円 百万円 百万円 百万円

売上高

外部顧客への売上高 7,861 693,817 － 693,817

セグメント間の
内部売上高又は振替高

1,592 13,133 △13,133 －

合計 9,454 706,950 △13,133 693,817

セグメント利益(△は損失)
(コア営業利益)

△1,421 68,271 △38,191 30,080

(注) 1 「欧州事業」は、中東およびアフリカ地域を含みます。

2 「その他」は、飲食業等を含んでいます。

3 セグメント利益(△は損失)の「調整額」は、主に各報告セグメントに配分していない本社費用(△48,343百万円)、各報告セグメント

への配賦額と実際発生額との差額(5,422百万円)および原価差額(5,124百万円)等です。本社費用は、主に本社機能部門および基礎研

究開発部門等に係る費用です。
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当第3四半期連結累計期間(自 2026年1月1日 至 2026年9月30日)

報告セグメント

日本事業
中国・トラベ
ルリテール事

業

アジア
パシフィック

事業
米州事業

欧州事業
(注)1

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

売上高

外部顧客への売上高 217,365 268,483 58,167 84,470 106,099

セグメント間の
内部売上高又は振替高

444 2,812 909 3,017 4,777

合計 217,809 271,296 59,077 87,488 110,877

セグメント利益(△は損失)
(コア営業利益)

34,213 59,839 5,454 5,636 △56

その他
(注)2

合計
調整額
(注)3

連結

百万円 百万円 百万円 百万円

売上高

外部顧客への売上高 6,556 741,143 － 741,143

セグメント間の
内部売上高又は振替高

741 12,703 △12,703 －

合計 7,298 753,847 △12,703 741,143

セグメント利益(△は損失)
(コア営業利益)

1 105,088 △37,630 67,458

(注) 1 「欧州事業」は、中東およびアフリカ地域を含みます。

2 「その他」は、飲食業等を含んでいます。

3 セグメント利益(△は損失)の「調整額」は、主に各報告セグメントに配分していない本社費用(△43,274百万円)、各報告セグメント

への配賦額と実際発生額との差額(7,604百万円)および原価差額(△1,894百万円)等です。本社費用は、主に本社機能部門および基礎

研究開発部門等に係る費用です。
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セグメント利益から、営業利益又は損失（△）への調整は、以下のとおりです。

前第3四半期連結累計期間
(自 2025年1月1日
至 2025年9月30日)

当第3四半期連結累計期間
(自 2026年1月1日
至 2026年9月30日)

百万円 百万円

セグメント利益 30,080 67,458

構造改革費用 △10,755 △2,839

減損損失 △51,409 △37

減損損失戻入 239 7

固定資産売却益 － 55

買収関連費用 △8 －

社内制度変更に伴う一時費用 △18 －

その他 △1,478 △1,188

営業利益又は損失（△） △33,350 63,456

前第3四半期連結累計期間における構造改革費用は、主に「アクションプラン 2025-2026」に係る米州事業の人員削

減に係る費用等および不利な契約に係る引当金の計上です。要約四半期連結損益計算書上、当該費用は「売上原価」、

「販売費及び一般管理費」および「その他の営業費用」に含まれています。

当第3四半期連結累計期間における構造改革費用は、「アクションプラン 2025-2026」に係る費用および連結子会社

である台湾資生堂股份有限公司の新竹工場閉鎖等「2030 中期経営戦略」に係る費用です。要約四半期連結損益計算書

上、当該費用は「売上原価」、「販売費及び一般管理費」および「その他の営業費用」に含まれています。

前第3四半期連結累計期間における減損損失は、主にのれんの減損損失および資生堂アメリカズCorp.が賃借してい

るオフィスのサブリースによる収益性低下等に伴う減損損失です。要約四半期連結損益計算書上、当該費用は「売上

原価」、「販売費及び一般管理費」および「のれんの減損」に含まれています。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年11月10日

株式会社資生堂

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 富 田 亮 平

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 林 健 太 郎

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 小 髙 由 貴

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている株式会社資生堂の2026年1月1日から2026年12月31日

までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（2026年7月1日から2026年9月30日まで）及び第3四半期連結累計期間

（2026年1月1日から2026年9月30日まで）に係る要約四半期連結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、

要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表に関する注記事項について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期

財務諸表等の作成基準第5条第2項（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第5条第5項に定める記載の省略が適用されて

いる。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査

に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上

の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

要約四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査委員会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第5条第2項（ただし、四半期財務諸表等の

作成基準第5条第5項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成することにあ

る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判

断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、経営者が清算若しくは事業停止の意図があるか、又はそれ

以外に現実的な代替案がない場合を除いて、継続企業の前提に基づき要約四半期連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第5条第2項（ただし、四半期財務諸表

等の作成基準第5条第5項に定める記載の省略が適用されている。）に基づき、継続企業に関する事項を開示する必要が

ある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

要約四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の
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四半期財務諸表等の作成基準第5条第2項（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第5条第5項に定める記載の省略が適

用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企

業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約四半期連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、

要約四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・要約四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第5条第2項

（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第5条第5項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されて

いないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・要約四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、要約四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は

阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) 1 上記の期中レビュー報告書の原本は当社(四半期決算短信開示会社)が別途保管しております。
2 XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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